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参議院議員通常選挙における各政党の選挙公約に対する 

全国知事会の対応結果 

 

令 和 元 年 ７ 月 ２ ４ 日 

総合戦略・政権評価特別委員会 

 

参議院議員通常選挙にあたり、令和の時代を迎え、持続可能な新しい日本の

創生に向け実施すべき重要項目が各政党の選挙公約に適切に盛り込まれるよ

う、各政党へ要請活動を行った。 

 

また、各政党から発表があった選挙公約について、総合戦略・政権評価特別

委員会において評価し、その結果について公表した。 

 

 

１ 概要 

（１） 政党要件を満たす政党を対象として、要請活動を実施 

 

  ・「令和の時代における新たな日本の創生に向けた提言」により、 

５月２２日以降、政党に対して要請活動を実施。 

 

（２） 各政党への要請活動の結果を踏まえ、 

各政党の選挙公約に対する評価を実施し、結果を公表 

 

  ・６月３０日までに各政党から発表があった「選挙公約」について、 

   定性評価を実施。 

 

 

２ 実績 

４月２４日       総合戦略・政権評価特別委員会の開催 

５月２２日～２４日   各政党への要請活動 

７月 １日       評価結果の公表 

７月 ４日       参議院議員通常選挙公示 

７月２１日       参議院議員通常選挙投開票 
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全国知事会による各政党への要請活動の実績 

 
【令和元年５月２２日（水）】 

要請先 要請者 場 所 

【立憲民主党】 

佐々木 副代表 

逢坂  政務調査会長 

 

飯泉委員長（徳島県知事） 

古尾谷事務総長（会長代理） 

衆議院 

第二議員会館 

【自由民主党】 

岸田  政務調査会長 

飯泉委員長（徳島県知事） 

古尾谷事務総長（会長代理） 
自由民主党本部 

【日本共産党】 

笠井  政策委員長 

飯泉委員長（徳島県知事） 

古尾谷事務総長（会長代理） 
衆議院 

第二議員会館 

【日本維新の会】 

浅田  政務調査会長 

浦野  政務調査会会長代行 

 

飯泉委員長（徳島県知事） 

古尾谷事務総長（会長代理） 

参議院本館 

【国民民主党】 

小林  総務会長 

泉   政務調査会長 

 奥野  衆議院議員  

 

飯泉委員長（徳島県知事） 

古尾谷事務総長（会長代理） 

 

国民民主党本部 

【公明党】 

石田  政務調査会長 

桝屋  政務調査会副会長 

 

飯泉委員長（徳島県知事） 

古尾谷事務総長（会長代理） 

衆議院 

第二議員会館 

 

【令和元年５月２３日（木）】 

要請先 要請者 場 所 

【希望の党】 

 千葉 秘書 

 （松沢成文代表秘書） 

 

古尾谷事務総長（会長代理） 参議院議員会館 

 ※希望の党は、６月５日に政党要件を失った。 

 

【令和元年５月２４日（金）】 

要請先 要請者 場 所 

【社会民主党】 

 青砥 政策審議会事務局長 

 横田 総務企画局長 兼 

   政策担当常任幹事 

 

古尾谷事務総長（会長代理） 衆議院 

第二議員会館 
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参議院議員通常選挙における各政党の選挙公約の評価 

  

                          令和元年 7月 1日 

                          全 国 知 事 会 

 

 

１ 評価の対象 

政党要件を満たす全ての政党を対象とし、公表された選挙公約について評

価を行った。 

 

２ 評価について 

全国知事会が５月に各党に対して行った「令和の時代における新たな日本

の創生に向けた提言」の要請内容が、どれだけ公約に反映されているかとい

う視点で評価を行った。 

 

３ 評価者 

全国知事会「総合戦略・政権評価特別委員会」 
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４ 総論 

各政党が参議院選挙の公約を策定する過程で、全国知事会の要請等を踏まえ、

地方の意見を反映すべく検討されたことを評価するとともに、令和の時代にふ

さわしい持続可能な新しい日本の創生や地方分権改革の取組みがより一層推

進されることを期待したい。 

 

５ 各政党に対する評価 

（１）自由民主党 

 

 【総評】 

本会の提言内容が網羅的に反映されており、特に、東京一極集中の是正に

向けた地方への人の流れを創出する取組みや、国土強靱化などの震災復興・

防災・減災対策に向けた取組みに加え、Society５．０時代に向けた教育環

境の整備やインダストリー４．０に向けた取組みについて、明記されている

ことは評価できる。他方、国保制度における子どもの保険料の軽減措置の導

入などについて、ふれられておらず、今後の対応を注視する必要がある。 

 

【評価できる点】 

○本会の提言内容が網羅的に反映されている。 

 

○合区解消・地方公共団体を憲法改正項目として議論を進める取組み。 

○全世代型社会保障の推進に加え、地方創生や地域の実情を踏まえたきめ

細かな単独事業を支える地方財源の安定的な確保。 

○復旧・復興に係る財源の確保や、リダンダンシーの確保を含むライフ 

 ラインの強靱化、また、防災情報提供の多様化・高度化に向けた取組み

などの震災復興・防災・減災対策。 

○産学官連携により若者の地方における修学・就業の促進をはじめとする、

東京一極集中の是正に向けた、地方への新たな人の流れを創出する取組

み。 

○Society５．０時代における子ども達への教育環境の整備や、スマート農

業の推進、インダストリー４．０による医療・福祉現場における生産性

向上に向けた取組み。 

○多様で柔軟な働き方の推進や、働き方改革の実現、最低賃金の引き上げ

に向けた取組みのほか、中小企業の実情を踏まえた生産性向上に資する

きめ細かい支援。 

 

【評価できない点】 

○国保制度における子どもの保険料の軽減措置の導入、普通調整交付金の
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維持について、ふれられていない。 

 

（２）公明党 

 

 【総評】 

本会の提言内容が網羅的に反映されており、特に、防災情報の提供方法の

見直しや医療機関の事業継続をはじめとした発災時の医療救護体制の充実、

また、少子化対策としての結婚・妊娠・子育ての支援について、明記されて

いることは評価できる。他方、地方分権改革について具体的にふれられてお

らず、今後の対応を注視する必要がある。 

 

【評価できる点】 

○本会の提言内容が網羅的に反映されている。 

 

○地方自治体の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保に向け

た取組み。 

○高齢者や外国人を含めた防災情報の提供手法を総合的に見直すとともに、

事業継続計画（BCP）の策定や DMAT の拡充など、発災時の医療救護体制

の充実。 

○「地域医療介護総合確保基金」による財源確保をはじめとした、地域医

療構想の実現に向けた取組み。 

○地域の実情に応じた結婚支援や妊娠から子育てまで切れ目ない支援を行

う拠点設置の加速化。 

 

【評価できない点】 

○地方への権限・財源の移譲など地方分権改革について、具体的にふれら

れていない。 

 

（３）立憲民主党 

 

 【総評】 

本会の提言内容が一定程度、反映されており、特に、外国人労働者の受け

入れ環境の整備による多文化共生社会の実現に向けた取組みや介護分野な

どにおける賃金の底上げに向けた取組みについて、明記されていることは

一定評価できる。しかし、地方分権改革や地方一般財源総額の確保・充実な

どについて、ふれられていない点は評価できない。 

 

【評価できる点】 

○児童虐待やいじめを受けた子どもたちの保護と保護者への支援の強化と

ともに、児童相談所などの関係機関の体制を充実させる取組み。 

○外国人労働者の権利擁護や日本語教育の拡充など受け入れ環境の整備に

よる多文化共生社会の実現に向けた取組み。 
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○暮らしの安心に欠かせない介護・医療・保育などの分野での、賃金の底

上げに向けた取組み。 

【評価できない点】 

○地方分権改革や、安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保・

充実にふれられていない。 

○国土の強靱化やリダンダンシーの確保に向けた、公共インフラの整備に

ついて、ふれられていない。 

○地方創生の実現に向けた地方への新たな人の流れを創出する取組みにつ

いて、ふれられていない。 

 

○この他、本会の提言内容のうち、「３ 将来にわたって持続可能な社会

保障制度の確立」、「１０ 地域の誇りを守り育む文化・スポーツの振

興」などの重要項目について、十分にふれられていない。 

 

 

（４）国民民主党 

 

 【総評】 

本会の提言内容が相当程度、反映されており、特に、保育士等の賃上げや

病児保育の充実などによる待機児童の解消に向けた取組みや、地方への権

限・財源の移譲を進める取組みについて、明記されていることは概ね評価で

きる。しかし、国土強靱化に向けた公共インフラの整備などについて、ふれ

られていない点は評価できない。 

 

【評価できる点】 

○地域の自立的な施策展開を可能とする「一括交付金」の復活や権限・財

源の移譲を進める取組み。 

○合区解消など参議院の選挙制度の抜本的な見直し。 

○保育士や学童保育職員の賃上げや病児・病後児保育などの充実による、

待機児童解消や無償化に向けた取組み。 

 

○この他、本会の提言内容である「２ 大規模災害からの早期の復旧・復

興と防災・減災対策」、「３ 将来にわたって持続可能な社会保障制度の

確立」など多くの重要項目について、ふれられている。 

 

 

【評価できない点】 

○安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保・充実にふれられて

いない。 

○国土の強靱化やリダンダンシーの確保に向けた、公共インフラの整備に

ついて、ふれられていない。 

○地方創生の実現に向けた地方への新たな人の流れを創出する取組みにつ

いては、限定的な記載となっている。 
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（５）日本共産党 

 

 【総評】 

本会の提言内容が一部反映されており、特に、子育て支援や子どもの貧

困・虐待防止対策など、少子化対策に向けた取組みについて、明記されてい

ることは一定評価できる。しかし、地方分権改革や地方一般財源総額の確

保・充実などについて、ふれられていない点は評価できない。 

 

【評価できる点】 

○認可保育所や公的施設の拡充、子どもの命を守る取組みなど社会的養護

環境の改善・拡充による少子化対策に向けた取組み。 

○顧客、取引相手、患者などの第三者も加害者の範囲に含めたハラスメン

ト対策や独立した救済機関の設置など、人権問題に対する取組み。 

 

【評価できない点】 

○地方分権改革や、安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保・

充実にふれられていない。 

○国土の強靱化やリダンダンシーの確保に向けた、公共インフラの整備に

ついて、具体的にふれられていない。 

○地方創生の実現に向けた地方への新たな人の流れを創出する取組みにつ

いて、具体的にふれられていない。 

○第一次産業やものづくり分野等へのＡＩ、ＩｏＴの導入を後押しする設

備投資等に対する支援について、具体的にふれられていない。 

 

○この他、本会の提言内容のうち、「７ 活力溢れる地域経済の実現に向

けた経済対策の推進」、「１０ 地域の誇りを守り育む文化・スポーツの

振興」などの重要項目について、十分にふれられていない。 

 

  

（６）日本維新の会 

 

 【総評】 

本会の提言内容が一定程度、反映されており、特に、ハローワークの地方

移管などの地方分権を進める取組みについて、明記されていることは一定

評価できる。しかし、地方創生の実現に向けた地方への新たな人の流れを創

出する取組みなどについて、ふれられていない点は評価できない。 

 

【評価できる点】 

○ハローワークの地方移管などの地方分権を進める取組み。 

○インダストリー４．０を支えるＡＩやブロックチェーンなどに注力し、

Society５．０時代にふさわしい、スマートシティを推進する取組み。 
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【評価できない点】 

○国土の強靱化やリダンダンシーの確保に向けた、公共インフラの整備に

ついて、ふれられていない。 

○地方創生の実現に向けた地方への新たな人の流れを創出する取組みにつ

いて、ふれられていない。 

 

○この他、本会の提言内容のうち、「３ 将来にわたって持続可能な社会

保障制度の確立」、「１０ 地域の誇りを守り育む文化・スポーツの振

興」などの重要項目について、十分にふれられていない。 

 

 

（７）社会民主党 

 

 【総評】 

本会の提言内容が一定程度、反映されており、特に、地方への権限・財源

の移譲を進める取組みについて、明記されていることは一定評価できる。し

かし、地方創生の実現に向けた地方への新たな人の流れを創出する取組み

などについて、ふれられていない点は評価できない。 

 

【評価できる点】 

○国税と地方税の割合を見直すことや地方交付税の充実・強化などによる

国から地方への権限と財源の移譲に向けた取組み。 

○性的マイノリティへの偏見解消や、あらゆる性暴力の禁止と被害者への

配慮など、人権問題に対する取組み。  

 

【評価できない点】 

○国土の強靱化やリダンダンシーの確保に向けた、公共インフラの整備に

ついて、ふれられていない。 

○地方創生の実現に向けた地方への新たな人の流れを創出する取組みにつ

いて、ふれられていない。 

 

○この他、本会の提言内容のうち、「７ 活力溢れる地域経済の実現に向

けた経済対策の推進」、「１０ 地域の誇りを守り育む文化・スポーツの

振興」などの重要項目について、十分にふれられていない。 

 

 

 


